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１．調査概要

1

調査期間：平成30年12月3日～12月14日

調査対象：全国の従業員数21～300人の中小企業3万者
(うち、激甚災害の指定を受けた市町村及び
東日本大震災で震度６弱以上を記録した県か
ら２万者。)

調査事項：過去の被災経験、災害対策の取組状況 等

回答数 ：4,532者(うち、被災企業2,306者)

回収率 ：15.1%



（参考）小規模事業者の災害対応に関する調査

2

調査期間：平成30年12月6日～平成30年1月16日

調査対象：全国の小規模事業者(日本商工会議所・全国
商工会連合会の会員を対象)

調査事項：過去の被災経験、災害対策の取組状況 等

回答数 ：約4,000者（見込み）
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２．被災状況
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H23.3月:東日本大震災

H30.7月:西日本豪雨

H28.4月:熊本地震

H30.9月:北海道胆振東部地震

H27.9月:台風第18号等

H19､16.新潟県中越沖地震･新潟
県中越地震

H29.6～7月:九州北部豪雨等､台
風第3号

H28.8～9月:台風第7号･台風第11
号･台風第9号･台風第10号等

その他の災害
資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.過去の被災により、事業上の損害を受けた経験がある者の回答を集計している。

2.被災した災害が複数存在する場合は、被った損害が最も大きいものを回答している。
3.「事業上の損害を受けた経験はない」の回答を除いて集計している。

被災企業に損害を及ぼした災害の内訳

(%)

(n=2,306)

・回答した企業のうち、被災した企業は２，３０６者（全体の５０．９％）。
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役員･従業
員の出勤
不可

販売先･顧
客の被災に
よる､売上
の減少

上下水道､
電気･ガス､
通信機能途
絶による､事
業上の
損害

事務所･店
舗の破損や
浸水

工場の破損
や浸水

設備･什器
の破損や
浸水

仕入先の被
災による､自
社への原材
料等の供給
停止

道路や港湾
などの公共
施設の被災
による､事業
上の損害

自社の被災
による､一部
製品･サービ
スの供給
停止

商品･在庫
の破損や
浸水

輸送車両の
破損や
浸水

事業継続に
必要な資金
の確保

その他

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.複数回答のため、合計は必ずしも100%にはならない。

2.過去の被災により、事業上の損害を受けた経験がある者の回答を集計している。

(％) 被災によって受けた被害の内容
(n=2,276)

２．被災状況
・被災企業の主な被害内容は、職員の欠勤、売上の減少、水道・電気・ガスなどの途絶による損失、事
務所・店舗の破損・浸水など。
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3.1
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3.7

3.6

6.7

4.7

8.5

6.4

9.9

8.9

21.3

0% 100%

21～30人
(n=360)

31～50人
(n=415)

51～100人
(n=359)

101～300人
(n=188)

0円 1円～50万円未満 50万円～100万円未満
100万円～500万円未満 500万円～1,000万円未満 1,000万円～3,000万円未満
3,000万円～5,000万円未満 5,000万円～1億円未満 1億円超

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング（株）「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.過去の被災により、事業上の損害を受けた経験がある者の回答を集計している。

2.この場合の損害額とは、被災によって受けたモノ関連の損害額を指す。
3.損害額について「わからない」と回答した者を除いて集計している。

従業員規模別に見た、被災によって被った損害額

・被害額は、100万円を超える企業が７割を超える。
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21～30人
(n=581)

31～50人
(n=707)

51～100人
(n=611)

101～300人
(n=292)

営業は停止せず 1日 2～3日 1週間以内 1か月以内 3か月以内 半年以内 1年以内 1年超 再開していない

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)過去の被災により、事業上の損害を受けた経験がある者の回答を集計している。

従業員規模別に見た、被災によって発生した営業停止期間

・被災企業の約半数が営業停止に追い込まれる。４日以上営業停止する企業も約３割存在する。
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３．防災対策

45.9

54.1

取り組んでいる

取り組んでいない

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)

自然災害への備えに具体的に取り組んでいる割合
(%)

(ｎ=4,495)

・自然災害に何らかの対応をしている企業は、２，０６５者(全体の４６％)。
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・主な対策は、ソフト面では水・食料・災害用品の備蓄、従業員の安否確認に係るルールの策定など。
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従業員の
安否確認
に関する
ルールの
策定

水･食料･
災害用品
などの
備蓄

従業員への
避難経路
や避難場
所の周知

災害対応
の責任者
の設置

定期的な
防災訓練
の実施

被災時に
取引先へ
連絡するた
めの連絡先
リストの
作成

1か月分程
度の事業
継続に必
要な資金の
確保

被災時に
復旧を優先
すべき業務
の把握

自社の業
務継続のた
めの重要な
経営資源
の把握

従業員への
防災関連
のセミナー
受講や資
格取得の
勧め

代替仕入
先の確保

代替供給
や代替生
産に係る､
他社との協
力協定の
締結

レジリエンス
認証または
ISO223
01の認証
の取得

その他

21～50人(n=1,074) 51～100人(n=623) 101～300人(n=352)

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.自然災害への備えについて、具体的に取り組んでいると回答した者を集計している。

2.複数回答のため、合計は必ずしも100%にはならない。

(％)

従業員規模別に見た、災害への備えとして行っているソフト対策
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・ハード面の主な対策は、建屋や設備の固定、情報のバックアップ、非常用発電施設の導入など。
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建屋や機械設備の
耐震･免振､耐震の
ための固定の実施

事業継続に必要な
情報のバックアップ

対策

非常用発電機など
の､停電に備えた
機器の導入

設備･什器等におけ
る保管場所の高位置

への移動

平時における在庫の
積み増し

本社や事務所､工場
等に関する代替設備

の準備

事業所の高台
移転

その他

21～50人(n=1,074) 51～100人(n=623) 101～300人(n=352)

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.自然災害への備えについて、具体的に取り組んでいると回答した者を集計している。

2.複数回答のため、合計は必ずしも100%にはならない。

(％)

従業員規模別に見た、災害への備えとして行っているハード対策



・被災経験、報道の他には、行政機関、販売先など第三者からの勧めが防災対策を始めたきっかけに
なっている
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自身の
被災経験

国内での
災害報道

行政機関からの
勧め

販売先からの
勧め

ハザードマップによ
る､自社の被災
リスクの顕在化

取引のある保険
会社､保険代理
店からの勧め

被災した同業
他社や経営者
仲間からの
勧め

地域の支援
機関からの
勧め

取引のある
金融機関の
勧め

仕入先からの
勧め

被災経験あり(n=1,134) 被災経験なし(n=738)

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.複数回答のため、合計は必ずしも100%にはならない。

2.被災経験がある者とは、過去の被災により、事業上の損害を受けた経験がある者を指す。
3.自然災害への備えについて、具体的に取り組んでいると回答した者を集計している。
4.「ハザードマップ以外による､自社の被災リスクの顕在化」、「最終製品のメーカーからの勧め」、「未被災の同業他社や経営者仲間からの勧め」、「取引のある公認会計士や税理士等からの勧め」、「その他」の項目
は表示していない。

(％)

被災経験の有無別に見た、自然災害への備えに取り組んだきっかけ(上位10項目)

自らの取組 取引先の勧め行政・支援機関の勧め
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・防災に取り組まない最大の理由は「何から始めれば良いか分からない」。この他、「人手不足」、「複雑に
感じる」などが主な理由。
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7.4 7.0 6.8 6.6
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何から始めれば
良いかわからない

人手不足 複雑と感じ､取り
組むハードルが

高い

取組の重要性
や効果が不明

法律や規則での
要請がない

被災した時に対
応を考えれば

良い

売上･収入の
増加につなが
らない

相談相手が
いない

顧客や取引先
からの要求が

ない

周辺一帯が被
災した場合､事
業継続に意味を
感じない

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング（株）「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.複数回答のため、合計は必ずしも100%にはならない。

2.自然災害への備えについて「取り組んでいない」と回答した者を集計している。
3.「災害には遭わないと考えている」、「大規模災害に被災したら廃業を考えている」、「被災時には､国や自治体からの支援がある」、「金融機関に評価されない」、「その他」、「特に理由はない」の項目は表示
していない。

(％)

自然災害への備えに取り組まない理由(上位10項目)
(n=2,376)
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16.9

10.1
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53.2

48.1

54.8

57.1

51.8

29.9

41.8

31.0

23.1
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(n=4,441)

21～30人
(n=1,242)

31～50人
(n=1,482)

51～100人
(n=1,202)

101～300人
(n=515)

策定している 名称は知っているが､策定していない 名称を知らず､策定もしていない

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング（株）「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)

従業員規模別に見た、BCPの策定状況

・BCPを策定している企業は、全体の１７％。３割の企業はBCP自体を知らない。
・規模の小さい企業ほど、BCPの策定は進んでいない。
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・BCPを策定していない主な理由は、「人手不足」、「複雑でハードルが高い」、「重要性・効果が不明」。
・こうした課題を解消すると、BCPの策定が進む可能性あり。
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21.1

16.4
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6.2 5.7

2.6
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人手不足 複雑で､取
り組むハー
ドルが高い

策定の重要性や
効果が不明

法的な義務
ではない

顧客や取引先か
らの要求がない

相談相手
がいない

他社との連携が
必要であり､負
担を感じる

売上･収入の
増加につなが
らない

周辺一帯が被
災した場合､事
業継続に意味を
感じない

災害には遭わな
いと考えている

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.複数回答のため、合計は必ずしも100%にはならない。

2.BCPについて「名称は知っているが、策定していない」または「名称を知らず、策定もしていない」と回答した者を集計している。
3.「大規模災害に被災したら廃業するつもりである」、「被災時には､国や自治体からの支援がある」、「その他」、「特に理由はない」の項目は表示していない。

(%)

BCPを策定していない理由(上位10項目)

(n=2,975)
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損害保険 民間金融機
関による貸付

国･自治体の
補助金

公的金融機
関による貸付

自社及び代
表者の金融
資産

地方自治体
の支援策

同業他社から
の支援

火災共済 サプライチェー
ン上の取引先
等からの支援

公的機関の
相談窓口

買掛金などの
支払い猶予

その他

21～50人(n=1,271) 51～100人(n=597) 101～300人(n=296)

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.複数回答のため、合計は必ずしも100%にはならない。

2.過去の被災により、事業上の損害を受けた経験がある者の回答を集計している。
3.「該当なし」の項目は表示していない。

(%)

従業員規模別に見た、被災から復興する際に活用したもの

４．復興支援
・被災からの復興で主に活用されるのは、損害保険、民間金融機関からの貸付、国・自治体補助金、公
的金融機関の貸付など。
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・損害保険、公的補助金、民間金融機関からの貸付、国・自治体補助金、公的金融機関の貸付など
は、評価も高い。

30.8

17.0
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10.0

7.2

5.3

4.5

3.6
3.4

3.6

損害保険

国･自治体の補助金

民間金融機関による貸付

自社及び代表者の金融資産

公的金融機関による貸付

同業他社からの支援

サプライチェーン上の取引先等
からの支援
火災共済

地方自治体の支援策

公的機関の相談窓口

買掛金などの支払い猶予

その他

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.過去の被災により、事業上の損害を受けた経験がある者の回答を集計している。

2.「該当なし」の項目は除いて集計している。

被災から復興する際に最も役に立ったもの

(%)

(n=1,326)
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・損害保険については半数以上の企業が評価。他方、１５％程度の企業が評価せず。
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(n=370)
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(n=401)

101～300人
(n=203)

役立った やや役立った あまり役立たなかった 全く役立たなかった 加入していたが未請求のため､不明 災害時には加入していなかった

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.過去の被災により、事業上の損害を受けた経験がある者の回答を集計している。

2.自然災害に対応する「損害保険」または「火災共済」に加入している者を集計している。
3.損害保険・火災共済の貢献度について、「被災していないため、不明」の項目を除いて集計している。

従業員規模別に見た、被災時における損害保険・火災共済の貢献度
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・損害額が大きくなると、「役立った」、「やや役立った」と感じる割合は増加の傾向にある。

41.9

43.8

44.9

39.2

14.0

17.7

17.8

14.9

16.1

12.5

12.1

14.9

16.1

16.7

16.8

17.6

3.2

3.1

2.8

5.4

8.6

6.3

5.6

8.1

0% 100%

21～30人
(n=93)

31～50人
(n=96)

51～100人
(n=107)

101～300人
(n=74)

役立った やや役立った あまり役立たなかった 全く役立たなかった 加入していたが未請求のため､不明 災害時には加入していなかった

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.過去の被災により、事業上の損害を受けた経験がある者の回答を集計している。

2.被災によるモノ関連の損害額が1,000万円以上の者を集計している。
3.自然災害に対応する「損害保険」または「火災共済」に加入している者を集計している。
4.損害保険・火災共済の貢献度について、「被災していないため、不明」の項目を除いて集計している。

従業員規模別に見た、被災時における損害保険・火災共済の貢献度
(損害額1,000万円以上)
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81.0

64.6

39.6

8.0

15.2

26.4

6.6

9.1

5.7

4.4

11.1

28.3

0% 100%

水災に対応しており､満額を補
償する商品
(n=137)

水災に対応しており､損害の一
部割合を補償する商品

(n=99)

水災は補償しない商品
(n=53)

役立った やや役立った あまり役立たなかった 全く役立たなかった

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング（株）「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.アンケート上において、過去に「H30年7月:西日本豪雨」、「H29年6～7月:九州北部豪雨等､台風第3号」、「H28年8～9月:台風第7号･台風第11号･台風第9号･台風第10号等」、「H27年9月:台風第18号等」、「その他の災害」

のいずれかにて被災したことがあると回答した者を集計している。
2.自然災害に対応する「損害保険」または「火災共済」に加入している者を集計している。
3.加入している商品の補償内容について、「その他」、「わからない」の項目は表示していない。
4.事業復旧への貢献度について、「加入していたが未請求のため、不明」、「過去の被災時には加入していなかった」、「被災していないため、不明」の項目はの項目は除いて集計している。

加入している損害保険・火災共済における水災被害への補償割合別に見た
損害保険・火災共済の使用時における事業復旧への貢献度

・補償の厚い損害保険・火災共済に加入した企業ほど、損害保険への評価は高い。
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・被災したが災害が補償の対象外である場合は評価が低下する。

44.4

4.8 4.4 4.0
1.2

34.3

2.8 1.9

8.3

1.9

38.3

5.0

1.7
0.0

1.7

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

被災した災害は
補償の対象外
であった

認識していた補償
内容と異なり､復旧
資金が不足した

請求方法が複雑
だった

契約時の金額が
低かったため､復旧
資金が不足した

保険金等を受け
取るまでに時間
が掛かった

21～50人(n=256) 51～100人(n=112) 101～300人(n=62)

資料：三菱UFJリサーチ&コンサルティング(株)「中小企業の災害対応に関する調査」(2018年12月)
(注)1.複数回答のため、合計は必ずしも100%にはならない。

2.自然災害に対応する「損害保険」または「火災共済」に加入しており、且つ、過去の被災時において「あまり役立たなかった」または「全く役立なかった」と回答した者を集計している。
3.「担当者の対応が丁寧でなかった」、「その他」、「特になし」の項目は表示していない。

(％)

従業員規模別に見た、損害保険や火災共済の使用時に役立たなかったと感じた理由
(上位5項目)


	中小企業３万者調査の中間集計結果�（事務局説明資料）���平成３１年１月１０日�中小企業庁
	１．調査概要
	（参考）小規模事業者の災害対応に関する調査
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20

